
 

26-5  岐阜県立岐阜商業高等学校 26～28 

 

平成２８年度スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール研究実施報告（第３年次）（概要） 

 

 １ 研究開発課題名  

 『会社設立・経営をとおして実践力・創造力・起業家精神を身に付け、グローバルに活躍す

るビジネスリーダー育成プログラム』 

  ～Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯ Ｐｒｏｊｅｃｔ（「生徒全員が社長」プロジェクト）～ 

 ２ 研究の概要  

・会社の設立、経営活動など実践的なビジネス諸活動（利益追求・コスト削減・経営分析・商品開

 発等）を主体的、合理的かつ倫理観をもって行うとともに、生徒一人一人が経営者であるという

 自覚をもって、地域の産業の発展を図る創造的な能力、課題発見力・課題解決力、さらには、起

 業家精神を育成する教育プログラムを実施する。 

・海外の商業高校と共同ビジネス活動を推進することを通して、高い語学力を育成するとともに、

 異なる文化と多様な価値観（Diversity）を理解し、そうした多様な人々と共同でビジネス活動

 を行う包容力（Inclusion）を育成する。 

・県内外の専門高校と連携し、商品開発や共同実習を通して、高校版「総合商社」を目指すととも

 に、日本の商業教育をリードする高いポテンシャルを有する専門高校へと高校改革を推進する。 

・企業・大学・研究機関等と連携し、先端的な知識・技術を習得するとともに、県内産業の活性化

 及び、日本経済の発展に貢献する学校を目指す。 

 ３ 平成２８年度実施規模  

全校を対象に実施した。 

 ４ 研究内容  

○研究計画（指定期間満了まで。５年指定校は５年次まで記載。） 

 

 

 

 

 

 

 第１年次 

 

【事業の組織化と立ち上げ】 

１ 会社の設立・運営、会社設立委員会の設置。 

①「Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯプロジェクト」の実施 

  課外活動において「Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯプロジェクト」を実施する。 

②ｉＰｈｏｎｅアプリの開発 

  ＩＴベンチャー企業と連携しアプリの共同開発を行う。特別支援学校のニー 

ズを反映した教育用コンテンツの開発を行う。 

③デザイン工房の設立 

  外部講師を招聘し、デザインの基礎的な技法を習得する。年度末には地域の 

会社の広告デザインを受注する。 

④商品開発（アイデア創出講座） 

  外部講師を招聘し、アイデア創出に関する知識・技術を習得する。地元企業 

と連携し、商品開発・販売実習を行う。 

２ グローバルマインドの育成 

①韓国ソンイルｅビジネス高等学校との連携 

  ビジネス教育に関する包括的な連携協定を締結し、共同実習を展開する。８ 

月には、互いの学校を訪問し、商品開発・販売実習等について、交流を深める。 

②外国語教育の強化   

  交流事業を通して、異文化理解を深め、同時に英語でのコミュニケーション 

 

 

 

 

 

 



能力を養う。また、韓国語講座を開設する。さらに、「商業教育における英語 

教育の在り方」についての委員会を設置し、今後の英語教育の方向性を検討す

る。 

３ 専門高校（県内外の農工商）間連携 

  課外活動「Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯプロジェクト」において、知的財産に関する 

創造力・実践力・活用力開発事業で先進的な取組をしている県外の専門高校と 

連携し、共同授業の方向性を模索する。また、県内の農工商の専門高校と連携 

し、協働で商品開発を行う。 

４ 中央大学商学部とのビジネス教育における包括連携 

  中央大学より各種ビジネス分野に対応した外部講師を招聘し授業を行う。ま 

た、当研究の効果測定・評価の方法について指導助言を受ける。 

５ 岐阜県商工労働部・岐阜商工会議所との連携 

  岐阜県商工労働部や岐阜商工会議所と連携し、連携先企業を選定したり、各

種団体が主催するイベント事業に参加したりする。 

 第２年次 

 

【事業の円滑な遂行】 

１ 会社の設立・運営 

  会社の組織・資本政策を検討し、（株）ＧＩＦＵＳＨＯを設立し、商品開発、

販売実習を実施する。 

①「Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯプロジェクト」の実施 

  課外活動「Ｂｅ ｔｈｅ ＣＥＯプロジェクト」を事業展開する。また、各種

ビジネスコンテストに参加する。 

②ｉＰｈｏｎｅアプリの開発を進める。 

③デザイン工房 広告デザインの受注による作品を制作する。 

④商品開発（アイデア創出講座） 

  アイデア創出に関する知識・技術をまとめた指導者向けテキスト及び指導 

テキスト（副教材）を作成する。また、新商品のアイデアを企業に提案する。 

⑤経営分析能力の育成 

  会社の経営状況を示す報告書を作成し、公開する。経営改善、業務改善の方 

向性を検討する。 

２ グローバルマインドの育成（韓国ソンイルｅビジネス高等学校との連携）  

  アイデア創出授業や商品開発等、連携授業を多く実施するとともに、次年度 

からの日韓共同東南アジア市場への進出を目指し、市場調査・日韓共同ビジネ 

ス創出に取り組む。 

３ 専門高校（県内外の農工商）間連携 

  長期休業を利用し、県内外の専門高校と連携しアイデア発想授業を展開す

る。 

４ 中央大学商学部とのビジネス教育における包括連携 

  各事業の効果測定及び評価の結果を受け、事業の改善の方向性を試行する。 

５ 岐阜県商工労働部・岐阜商工会議所との連携 

  岐阜県商工労働部地域産業課と連携し、県内企業に対して専門高校生による

アイデアプレゼン テーションコンペを実施する。 

 第３年次 

 

【事業の発展・継続と検証】 

１ 生徒自らが、ビジネスを企画し起業する。 

２ 生徒ＣＥＯを輩出する。 



３ ネットビジネスの運営に取り組む。 

４ 年間５０本以上のアプリをアップできる体制を整える。また、iTunes App 

store上で、ヒットアプリをアップできる生徒を輩出する。同様に、各種アプ

リコンテストで入賞できる人材を輩出する。 

５ 会社及び事業の広告・販売促進やコンテンツ作成を担う部門を発展させる。 

６ 全国の専門高校が商品開発や販売を通して、繋がることができる組織を整備

する。 

７ 会社の経営状況を示す報告書を作成し、経営改善や業務改善の方向性を検討

する。 

○平成２８年度の教育課程の内容（平成２８年度教育課程表を含めること） 

別紙参照 

○具体的な研究事項・活動内容 

（１）会社設立に関する指導の工夫改善 

本校同窓生やＰＴＡ元役員が、生徒の体験的学習の場として、実践的な経営を学ぶ（株）ＧＩＦ

ＵＳＨＯを設立した。生徒は、株式会社の設立に必要となる書類の作成等について、外部講師を招

聘し学習した。なお、本稿においては、会社経営等の体験について、より分かりやすく記述するた

め、便宜的に、生徒が実際に会社を経営し、種々の事業に従事しているように述べる。  

（２）企業経営等に関する指導の工夫改善 

企業経営等を体験的に学習するため、校内に次の模擬経営体制を設け、生徒はその組織で企業経

営等について実践的な活動を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 株主総会 

平成２８年４月２８日の株主総会において、株主総会に関する実践的・体験的な学習を行った。

ここでは、役員の承認、各事業部長の紹介、事業計画の説明、取締役の紹介を行い、記念すべき

第一歩を踏み出した。全校生徒が集まる場において、各事業部の業務報告を行った。 

決算株主総会に関する学習は、本年２月の課題研究発表会に併せて実施する。 

イ 持株会 

持株会は、株主の代表が集まって、意思決定を行う会議として位置付け、各ＨＲから選出され

た会社運営委員、部活のキャプテン、（株）ＧＩＦＵＳＨＯの各事業部長から構成されている。

持株会は、月１回定期的に開催し、業務報告、経営方針の検討等を行った。 

ウ 企画経営会 

企画経営会は、（株）ＧＩＦＵＳＨＯの最高経営会議として位置付け、ＣＥＯ（最高経営責任



者：chief executive officer）等の役員は、ＬＯＢ部（leader of business 部）部長や部員が務めた。

２年目以降は生徒会長のように生徒の立候補により選出した。 

エ 事業部等 

会社の運営は、事業部制を採った。流通ビジネス科は「販売事業部」、情報処理科は「ＩＴ推

進事業部」、会計システム科ＦＡ類型は「財務経理事業部」、同科ＭＡ類型は「学内販売事業部」、

国際コミュニケーション科は「グローバル推進事業部」とした。主に３年次の科目「課題研究」

や「総合実践」において活動を行った。このほかにも、特別事業部等の組織を設けた。 

（ｱ）販売事業部 

１・２年次の科目「マーケティング」や「広告と販売促進」で学習したことを生かし、販売

事業部の活動（販売商品の選定、仕入、価格交渉、販売促進活動、販売、検証等を各クラス２

回）として行った。これまで学習した知識・技術を生かした実践的な活動となり、生徒の主体

的に問題を解決する資質や能力の育成につながり、豊かな人間性を育成するとともに、起業家

精神、コミュニケーション能力等を伸長し、地域に根差した産業人の育成を図った。夏季休業

中に試験販売を行い、試験販売から得られた問題点を改善し、秋冬販売に挑戦した。 

（ｲ）ＩＴ事業部 

   インターネット上での販路を開拓するために楽天市場に出店した。その際、出店するために

必要な手続を理解するために、既に楽天市場に出店している企業に依頼し、出店手続について

学び、（株）楽天等の協力を得て出店申請を行った。その結果、平成２８年１２月に開店し、

オリジナルタオルの販売からスタートした。しかし、発送コスト等をどう抑えるか、どのよう

に楽天市場に集客し、販売するかなどの諸問題を抱えながらのスタートとなった。開店後、す

ぐに一般の方からの注文があり、幸先の良いスタートを切ることができた。 

（ｳ）財務・経理事業部 

簿記会計の知識・技術を生かして、財務・経理事業を実施した。「売上・入金処理フロー」

及び「仕入・支出処理フロー」を作成し、納品書等の書類を整理し、取引ごとに伝票の起票を

行った。財務・経理事業部長が点検した後、会計ソフトに入力し、勘定科目の分類等、処理に

困ったことは勝手に判断せず、税理士の指導・助言を受けてから会計処理を行った。月次決算

を基本としていることから、月次決算書類を作成し、毎月の持株会で報告を行った。   

（ｴ）グローバル事業部 

グローバルパートナーシップ協定を締結したソンイルｅビジネスハイスクール（以下「ソン

イル高校」という。）との協働実習を行った。ソンイル高校とは、３泊４日の日程で生徒が相

互に訪問しており、本校生徒は、ソンイル高校で日本の商品を販売するとともに、ソンイル高

校の商品の販売方法を学んだ。今年度からは、単なる交流だけでなく、商品の輸出入を行うこ

とになったが、商品の発送方法や代金の決済方法、両替など様々な問題があり、半年以上かけ

て協議し、平成２９年１月から地元大型商業施設にて、韓国からの輸入商品の販売を開始した。 

（ｵ）ＬＯＢ部 

既存の物販を専門としていた「ベンチャーズ部」と調査・研究・発表を専門としていた「マ

ーケティングリサーチ部」を統合し、「ＬＯＢ部」とした。これまでの活動を総合的に行うと

ともに、株式会社設立に向けた取組、企業と連携した商品やサービスの開発、国内外の専門高

校との連携、会社運営の中核を担う学習をすることを目的に設立した。 

   これらの事業部等ごとの学習とともに、次の学習も並行して行った。 

①ビジネス企画・商品開発アイデア創造授業 

アイデア発想法の専門家を講師として招聘してアイデアを創出するための方法を学習し、

新商品企画・開発を実施した。１年目は７回、２年目は４回、３年目は希望者を募り２回実

施した。このアイデア創出法を活用して新商品企画・開発が行われる機会も増えた。また、

全校で応募する日本政策金融公庫主催「高校生ビジネスプラングランプリ」等も活用した。 



②デザイン工房 

販売促進ための広告、商品パッケージデザインの企画及び制作を手掛けることを目的とし

た「デザイン工房」を部内に立ち上げ活動した。販売活動で展示するポスターやＰＯＰ広告

等の制作ができるようになるとともに、外部からの制作依頼も受けるようになった。県から

の委託を受けて、授産施設で製造された商品の販売促進を行っている企業や社会福祉協議会

と連携し、販売会社のポスター制作も行った。 

③利益の獲得・売上の伸長の研究と実践 

近隣の大型商業施設と本校の間で連携協定を締結し、定期的な販売実習と販売促進を兼ね

た活動を紹介するイベントを開始した。 

④株式会社の企画と経営 

株主総会を運営し、各執行役員の承認を得るとともに、会社の様々な経営施策の方向性を

示した。また、模擬経営校内体制における事業部長を選任し、学校全体での会社運営の学習

が始まった。毎月の持株会を実施するとともに、社内報（毎月発行）により、全生徒に周知

を図った。また、社訓、社是、経営理念を決定した。 

 

（３）学習評価の工夫改善 

株式会社経営の体験活動を通して生徒の多様な能力評価を行うために、連携先である中央大学商

学部から御指導をいただき、評価項目を作成し、評価を行った。 

当研究では、生徒に育成する能力として、「コミュニケーション力」、「問題解決力」、「知識

獲得力」、「組織的行動能力」、「創造力」、「自己表現力」、「多様性創発力」の７分野、３１

項目を設定し、項目ごとにレベル０からレベル４で段階分けした評価基準を設けた。 

 〇ルーブリックによる生徒の多様な能力評価（一部抜粋） 「コミュニケーション力」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ５ 研究の成果と課題  

○実施による効果とその評価 

生徒の意識の変化について調査したところ、次のとおりとなった。これらのことや日頃の生徒の

様子から、模擬的な体験学習ながら、会社の設立過程や経営活動に生徒が主体的に参画することに

より、商業に関する専門性の深化を図ることができたと考えている。また、地域における企業と協

働でビジネス活動を展開することにより、実際のビジネス活動の厳しさ、利益を上げる困難さ、消

費者ニーズを的確に把握するマーケティングの実証性と検証の必要性、コスト意識など、会社経営



を肌で感じることができた。これにより、商業で学習した知識・技術を総合的に活用することで学

習意欲を更に高め、自ら学ぶ意欲を向上させることができた。さらには、将来、地元において起業

をしたり、地元企業に就職し地域経済の発展に貢献したりしようとする意識も高まった。 

このように、実社会における企業の経営活動を生徒が主体的に体験することにより、経営管理能

力を養うとともに、学校で習得したビジネスの知識・技術の更なる深化を図り、また地域社会の貢

献に寄与しようとする態度を育成することができた。 

【生徒の意識調査】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇行動特性評価より（３年生） 

 スーパー・プロフェッショナル・ハイスクール事業で行った（株）ＧＩＦＵＳＨＯの活動を通し

て７分野８項目のレベルがどのように変容したか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○実施上の問題点と今後の課題 

当研究においては、育成したい生徒像の中に、「多様な文化や価値観を理解し、ビジネスの諸活

動に外国語を活用できる能力」、「将来、国内外において、グローバルビジネスリーダーとして社

会貢献するという高い志がある生徒」をあげている。３年間の研究においては、国内の活動が中心

となり、次の生徒の意識調査にも表れているとおり、グローバルな視点で地方創生を担える人材の

育成には至っていない。 

このため、平成２９年３月に地元の（株）十六銀行と「地方創生を担う人材の育成に関する協定」

を締結予定である。この連携協定は、（株）十六銀行と本校が緊密に連携し、互いの人的資源を活

用し、岐阜県の地域経済の発展を図ることを目的としているものである。この連携では、海外関連

セミナーの参加や留学生との異文化交流会の開催が企画されている。当研究で培った連携を更に発

展させ、国際的な広い視野をもって積極的に国際社会と関わり、地方創生に資する人材育成を進め

て行きたい。また、模擬的な株式会社経営の学習の進め方等については、研究の途上であり、引き

続き研究が必要である。 

 


